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〈研究動向〉　

　中国は、1992 年 7 月「外国投資家の小売商

業への投資に対する国務院の規定」の設定によ

り、限定的でながら小売業が外資に開放された。

それ以来、流通分野に関する規制緩和は推進さ

れてきた。特に 2001 年 12 月に WTO 加盟を

成し遂げた中国は門戸を開放し、伝統的な中国

流通業への外資系企業の参入を本格的に受け入

れるようになってきた。巨大流通外資の中国に

おける事業展開はよりいっそう加速する傾向が

明らかになってきた。

　中国小売市場に進出している有力小売企業の

なかで、最も精力的に店舗を展開しているのは、

現在世界最大の小売企業ウォルマートである。

2008 年 3 月まで、ウォルマートは世界の 14

カ国で7,266店舗（そのうち、アメリカに4,141

店舗）を持ち、売上高 3,449 億ドル（2007 年

1 月 31 日締めの一年間）、従業員総数は 190

万人を超え、週間来店顧客数は延べ 1.75 億人

を計上する。ウォルマートが中国の小売市場に

参入したのは 1996 年である。当初は深圳で、

アジアにおける初めてのショッピングセンター

と会員制ショップを開設した。それ以来 13 年

間、中国の 67 都市で 126 店舗（ウォルマー

トが買収した 34 都市におけるトラストマート

（Trust-Mart、中国名「好又多」）の 101 店舗

を含まず）を展開している。先行するカルフー

ル（本社：フランス）を追い上げた。業態とし

てはスーパーセンター（121）、サムズクラブ

（3）、ネイバーフット・マーケット（2）の 3

業態を展開するマルチ・フォーマット戦略を採

用しているのが特徴的である。（括弧内の数字

は店舗数）

　ウォルマートの中国進出は地元の小売業者に

大きなインパクトを与えていることが予想どお

りである。一方、ウォルマートのような国際小

売企業の参入により、中国小売市場の競争が促

進され、近代的小売経営ノウハウが持ち込まれ

て、国内小売企業の成長もそれにより刺激され

るはずである。大手外資小売企業から地元小売

企業が参考になる経験を考察するため、中国に

おけるウォルマート研究はさまざまな角度から

されてきた。本稿は中国におけるウォルマート

に関する先行研究をレビューすることを通し

て、今後の研究の方向性について考察すること

を目的としている。

Ⅰ．先行研究

　1�．創業者サム・ウォルトンの生い立ちと経

営哲学からのアプローチ

　サム・ウォルトンは、独自の経営哲学を貫き、

世界一の小売業ウォルマートを一代で築き上げ

た。彼の生い立ちと駆け抜けるような人生の軌

跡はウォルマートの誕生・成功と切り離せない
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ため、ウォルマートに関する研究の多くはサム・

ウォルトンの思想とロマンチシズムに言及し

た。（ ・ 、2002）と（李、2003）は、田

舎町の商人から巨大企業へと導いた起業理念、

不屈のケチ精神、比類なアイディアについて紹

介した。そのうち、（ ・ 、2002）はサム・ウォ

ルトンが作り出したウォルマートの企業文化、

競合他社に差をつけたハイテク・システムの開

発はビジネス成功へのカギであると指摘し、JC

ペニーにおける短い小売体験は、サム・ウォル

トンがわずか二十五年間で、ウォルマートを一

号店から千店を越す抜群の収益性を誇るディス

カウント・チェーンに躍進させた貴重な原動力

になったことを示した。

　一方（李、2003）は、サム・ウォルトンが

在任期間中ウォルマートは 36 年間で年商 439

億ドル、税後純利益 16 億ドル突破の新記録を

作り出した秘密は「他の誰よりも自分のビジネ

スを信じ、仕事を愛し、最善をつくそう」とい

う彼の経営哲学にあると指摘した。

　2．独自の企業文化からのアプローチ

　ウォルマートの「ウォルマート 10 則」はよ

く知られている。これはサム・ウォルト時代

からウォルマートを貫く精神的支柱といえる。

「ウォルマート 10 則」を一言で言えば、「人間

尊重」になるだろう。なぜなら、10 則のほと

んどの項目は社員の心構えないし精神論に近

い。常に社員と運命共同体を成すことはウォル

マートの理念である。創業者のサム・ウォルト

ンは企業文化を定着させるために、できるだけ

店で時間を過ごすようにしてきた。

　ウォルマートの会社組織はシステム的な構造

ではなく、精神の部分でつながりがあっている

組織である。そして、ウォルマートはそのつな

がりを大切に持ち続けている。ウォルマートで

は常に現場の声を吸い上げる体制をとり続けて

きた。現場でなければ分からない改善・改革の

声、それが実際の経営に反映されることで、現

場はより活気つくと（ ・ 、2002）は分析した。

また、顧客と接する従業員に親しみ易い人物に

なってほしいというのは、ウォルマートの文化

の目標であるため、独自のウォルマート・チア

が考え出された。ジョージ・ブッシュ大統領夫

婦がベントンビルまで訪れ、自由勲章（アメリ

カ合衆国における文民向けの最高位の勲章の一

つ）をサム・ウォルトンに授与したとき、ウォ

ルマートの従業員からウォルマート・チアで歓

迎されたとサム・ウォルトンは自伝の中で触れ

ている。中国のウォルマートでもストア正面で

ウォルマート・チアを叫ぶアソシエートを見か

けることができる。さらに、中国あちこちのウォ

ルマート店内に笑顔で仕事をしている従業員の

写真が飾られている。

　主にウォルマートの小売戦略に重点をおいて

分析した（ 、2004）は、ウォルマートの企

業文化を取り上げ、とくに土曜日の朝礼会、年

会、ウォルマート・チアについて詳しく紹介し

た。（ 、2004）はウォルマートの成功の土台

を支えるのはその独自の企業文化であると指摘

した。代表的なエピソードを綴って、従業員を

大切にする風土を背景に全員参加の改善を紹介

した。また、ウォルマートを小売王者に導いた

44 の秘密を解明した（王、2004）は、企業文

化の貢献を高く評価した。

　3．独特な経営方式からのアプローチ

　中国におけるウォルマート研究の多くはその

独特な経営方式に焦点を当てている。特に、よ

く引用される「4P」のマーケティング戦略、

つ ま り「 商 品 戦 略（product）」、「 価 格 戦 略

（price）」、「プロモーション戦略（promotion）」、
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「立地戦略（place）」の分析枠組みを用いて行

われてきた。そのうち、1996 年参入以来、中

国に適応するマーケティング戦略を探索しつ

つ、自社に相応しい中国戦略を展開し、中国市

場に合う商品、良質なサービスを提供し続けて

きたウォルマートの経営方式に関する分析が中

心である。

　3-1　商品戦略

　ウォルマートはディスカウントストアのほか

にも会員制ショップサムズ・クラブなどの業態

を展開している。ウォルマートでは異業態間、

あるいは同じ業態においても、異なる発展段階

において商品構成が違う。これらの差異の形成

要因は以下のようである。（1）店舗自体の状況

（2）消費者（消費者構成、消費構造、消費慣習

を含む）の変化（3）競合他社との競争（4）季

節の変化（5）ミクロ経済環境。

　また、品揃えの一部として、メーカーブラ

ンドの商品を販売するほか、ウォルマートは直

接商品供給者にオーダーし、生産された商品に

「ウォルマート」の商標を付け、ウォルマート

の店舗内にしか販売しない、いわゆる小売業者

の「PB」商品の開発に力を入れてきた。ウォル

マート店内商品総数における自社商品が占める

割合は年々増加してきている。黄色い笑顔マー

クがついている「PB」商品は、中国各地のウォ

ルマートスーパーセンターに陳列されている。

　（陳、2009）は、このような「PB」商品はウォ

ルマートの店舗内にしか販売しないことは、消

費者に独特な買い物雰囲気を作り出す一方、自

社商品のブランド認知度を高めることもできる

と分析した。一方、（陳、2006）は、ケースス

タディーに基づき、カテゴリ管理を活かして新

商品の導入、商品の陳列・補充をより効率的に

行われることもウォルマートの標準化経営・管

理方式のキーポイントであるとの結論を出して

いる。

　3-2　価格戦略

　（ 、2005）は、ウォルマートの価格設定の

基本3原則を次のように解明した。（1）市場シェ

アを高め、利潤最大化を求める（2）粗利益を

抑え、低価格を確保する（3）競争に基づいた

価格設定方法を主要な価格設定法にし、動態的

な価格設定システムを構築する。対して、（陳、

2009）は、「EDLP」価格政策を実行している

ウォルマートが主に採用している価格設定法を

次の 3 点に要約した。（1）商品属性価格設定（2）

量販価格設定（3）特売商品価格設定。

　ウォルマートの「EDLP」価格政策は世界的

に知られている。この低価格攻勢を武器にウォ

ルマートは、創業者サム・ウォルトンの引率の

下にアメリカ本土でライバルのシアーズを抜き

K マートを追い上げた。2005 年 1 月、ウォル

マートと同じ業態である K マートは倒産した。

ほかのディスカウントストアもウォルマートの

足元に及ぶことができなかった。

　ウォルマートが勝ち続けたのは、同業者と差

をつけ、システム化とローコストを徹底したか

らである。さらに、ウォルマート一人勝ちの秘

密は「EDLP」にあり、ウォルマートが世界の

小売業において初めて打ち出したものである。

大半の消費者は、常にウォルマートの政策で極

めて重要な地位を占めている「EDLP」政策を

消費者に対する安売りであると理解している。

しかしながら、この読み取り方は間違っている。

ウォルマートの「EDLP」価格政策とは、すば

り「特売しない」ということである。同じ商品

を常時的に同じ値段で販売する。よって、顧客

にとって、ウォルマートの店頭の「EDLP」価

格のほうがほかの小売店の店頭通常売価よりも
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安く、魅力的に見える。

　消費者行動でまだ価格志向の強い中国では、

「EDLP」価格政策は消費者を喜ばす戦略であ

る。中国のウォルマートはすべて外部か入口の

目立つところに「天天平価」（「EDLP」(Every 

Day Low Price) の中国訳である）という POP

を掲げ、消費者は店に入る前、あるいは店に入っ

たとたんに、ここで商品を安く買えるというイ

メージを強く受ける。

　3-3　プロモーション戦略

　通常、プロモーションの手段としては、人的

販売、広告、狭義の販売促進などが用いられる。

プロモーション戦略とは、これらのアピールを

効果的に組み合わせていくことであり、プロ

モーション・ミックスとも言われる。ウォルマー

トのプロモーション戦略の特徴は、広告への投

入がかなり低く、人的販売と「ロスリーダー」

を中心として展開することである。

　人的販売はウォルマート中国の電気製品部門

でよく利用される。ウォルマートが中国で強調

しているセールスポイントは固定価格提示のほ

か、商品の信頼性もそのひとつである。人的販

売を採用するため、顧客に使い方を教え、検品

と返品を担当するセールス・アドバイザーが必

要である。これらのセールス・アドバイザーは

電気製品の性能に詳しく、顧客の予算などに応

じて、適切な商品を紹介し、その場で希望の商

品を操作してみせることもできる。このような

人的販売方式を通して、顧客のニーズを満たす

ほか、店のイメージアップにも貢献できると

（ 、2004）は評価した。

　一方、ウォルマートは広告を出すときに、マ

ネジャーらは細かく、かつ厳密にコストを計算

する。競争に役立つという点を優先に考慮する。

店がオープンした当初集中的に広告をし、レー

ルに乗ったらすぐ大幅に下げる。広告コストが

下がれば下がるほど、そのお金で顧客にもっと

低価格な商品、もっといいサービスを提供する

ことができるようになる。このように、ウォル

マートにとって、広告戦略はその価格戦略の一

部となり、広告料の削減を通して、低コストが

達成でき、商品の低価格も維持できると（ 、

2003）は分析した。

　また、広告に対する投資が少なくても買い

物客が多いのは、ウォルマートが独特な販売

促進方式を採用しているからである。それは

「ロスリーダー」を設置することである。（ 、

2004）は、ウォルマートが販売促進活動でロ

スリーダーを採用するのは、これらの商品の価

格をぎりぎりまで下げて、顧客を店まで吸引す

る目的からであると指摘した。したがって、ロ

スリーダー自体に利潤はないが、広告宣伝と

いった働きがある。顧客の最初の目的はロス

リーダーであるが、一旦店に入ってからほかの

商品もついでに買ってしまうケースが多い。

　3-4　立地戦略

　ウォルマートは開店する前に立地について厳

密かつ謹慎な調査企画を立てることはよく知ら

れている。サム・ウォルトンは自家用機で相応

しい店舗立地を探し回ってきた。なぜなら、彼

は空中から交通量、都市発展動向及び競争状況

などを観察するほうが客観的であると考えてい

るからである。

　ウォルマートは自社のグローバル戦略に基づ

いて、中国に進出する前に数年にわたり市場調

査を行った。さらに、専門業者に委託しデータ

を収集して、投資と発展企画に活かした。（ 、

2004）は、中国におけるウォルマートの立地

戦略を分析したうえ、ウォルマートは南部の深

圳、中部の上海、北部の北京を各地域の中心と
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して、大都市の波及力を働かせて中国全土での

店舗開発を推進していることを明らかにした。

　4．競合他社との比較研究からのアプローチ

　ウォルマートと同じように積極的にグローバ

ル戦略を展開している世界的小売企業として、

フランスのカルフール、ドイツのメトロ、イギ

リスのテスコなどが挙げられる。そのうち、売

上高でヨーロッパ最大の小売企業カルフール

は、世界有力小売企業の中で、もっとも早く国

際展開に乗り出した。1995 年、カルフールは

ウォルマートより 1 年速く中国で 1 号店を開

いた。近年来中国におけるウォルマート研究の

中で競合他社、特にカルフールとの比較からア

プローチしたものが増加傾向を見せている。

　そのうち、（朱、2006）は両社の誕生、発展

プロセスから切り出し、マーケティング・ミッ

クス戦略に重点をおきながら、従業員・商品供

給者との関係、物流システム・企業文化及びグ

ローバル戦略、特に中国戦略の面から比較しな

がら分析した。ウォルマートの「EDLP」価格

政策に対して、カルフールは「Hi-Low」価格

政策をとってきた。従業員と運命共同体を成す

ウォルマート、「いい従業員＝いい商売」の理

念を形成しているカルフールなどさまざまな面

から徹底的に両社に対する分析を行った。一方、

（ 、2004）は、挑戦に直面するウォルマート

の現状分析を踏まえて、競合他社メトロ、K マー

ト、カルフールとの競争を考察した。最後に電

子商取引の発展がもたらした影響も無視できな

いと指摘した。

Ⅱ．今後の研究動向

　上述のように今まで中国におけるウォルマー

ト研究は、主に創業者サム・ウォルトンの生い

立ち、経営哲学に着目、彼が築き上げた独自の

企業文化がいかにウォルマートを成長させ、独

自の企業文化に支えられて独特な経営方式がい

かに形成したことに目を向けてきた。また、近

年来、競合他社との比較研究も多くなってき

た。しかしながら、これらの研究の多くはサ

ム・ウォルトンの思想と哲学に重点をおいてき

たため、サム・ウォルトンの死後、新経営陣は

どんな決断を下していくことで今日の繁栄を築

き上げたのか。また一方で、サム・ウォルトン

が大切にしてきた独自の企業文化をどのように

守ってきたのか。この２点について触れなかっ

た。実際にサム・ウォルトンが亡くなった後、

彼が築き上げたウォルマート魂は新経営陣に受

け継がれ、彼らはロジスティックスの整備やグ

ローバル戦略などに関する決断を行ってきてお

り、ウォルマートを世界最大の小売企業まで導

いた。

　また、最先端の IT 技術はいかにウォルマー

トの売上高増加に貢献するかに関する研究もま

だ少ない。イノベーションを原動力としたウォ

ルマートは、1980 年代の大躍進をやり遂げ、

独自のハイテク・システム開発を通して競合他

社に差をつけた。システム開発の最先端に立つ

ウォルマートに対する研究は、中国地元の小売

企業のイノベーションに大いに参考になると考

えられる。

　一方、先行研究の多くは、単なるウォルマー

ト研究にとどまり、地元企業はいかに競争・対

抗していくかに言及していない。移り変わる政

策環境、大手外資系小売企業の進出がもたらし

た衝撃、あらゆる条件は中国地元の小売企業に

とって厳しいと言える。したがって、ウォルマー

トの独特な経営方式に対する研究を通して、地

元小売企業における商品・プロモーション戦略

の改善、業務効率の向上、チームワークの重視
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など経営問題の解決策に探り出すことは今後取

り組む課題となる。

　創業してウォマートは世界でもっとも規模が

大きく、そしてもっとも論争の多い企業へと成

長を遂げた。ウォルマートの精力的なグローバ

ル展開は、世界中の零細小売業に猛攻撃をかけ

てきた。近年来、ウォルマートを批判する声が

だんだん大きくなってきた。ビル・クィンの

『ウォルマートがアメリカそして世界を破壊す

る』（太田直子訳、成甲書房、2003 年 8 月）は、

中国で翻訳され、出版された。クィンは今まで

とまったく違う視点から、ウォルマートはいか

に消費者、納入業者、従業員を搾取してきたか

を明らかにした。また、ほかの業界に及ぼす大

きな影響についても考察した。しかしながら、

中国の学者によるこのようなアプローチはまだ

ない。今後、数万件の訴訟を抱えるウォルマー

トに対する批判に関する研究も期待される。

　2006 年 10 月、ウォルマートは台湾資本の

小売大手トラストマートを買収することが決

まった。ウォルマートはまず中国におけるトラ

ストマートが直営している 31 店舗を買収し、

当初はその後 3 年間で残りの 100 店舗を買収

する予定であったが、2007 年 2 月に 101 店

舗を買収したと公表した。中国だけでなく、日

本において、ウォルマートは西友への出資を通

して進出しており、その後 3 年間で出資比率を

段階的に引き上げ、経営関与を強めてきた。さ

らに、2008 年 4 月に連続的に経営不振の西友

はウォルマートの完全子会社となった。中南米

においては、ウォルマートは今年 1 月に、南米

チリの小売業最大手Ｄ＆Ｓの発行済み株式の過

半数を取得すると発表した。よって、Ｄ＆Ｓが

展開している 140 店舗のハイパーマーケット

やスーパーマーケットを買収することになり、

チリはウォルマートが現地企業買収で中南米に

進出する 4 カ国目となった。

　このように、経済の国際化に伴い、Ｍ＆Ａを

軸にウォルマートのグローバル戦略は順調に展

開されてきた。これに発展途上国のグローバル

化進展を加え、Ｍ＆Ａによるウォルマートの発

展途上国進出及び事業拡大は進行傾向にあると

考えられる。したがって、中国におけるウォル

マートに関連するＭ＆Ａ事例・現状に対する分

析を通して、ウォルマートにとってビジネス

チャンスのある業種あるいは地域、Ｍ＆Ａ進展

に向けた課題と今後の見通し、Ｍ＆Ａ推進上の

留意点などを考察して、地元の小売企業へ助言

する研究は今後多く見られる。ウォルマートに

関する研究を始め、世界的小売大手企業の経験

分析を踏まえて、中国地元の小売企業に成功す

る経営ノウハウを紹介するほか、参考になる政

策などを取り入れさせて、競争に勝ち抜く根本

的な点を示唆する研究も期待される。
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参考ホームページ

ウォルマート社ホームページ

http://www.walmart.com/

ウォルマート（中国）ホームページ

http://www.wal-martchina.com/
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